
平成31年度　大泉町予算書



平成３１年度 平成３０年度 比　　較

12,569,000 12,692,000 △ 123,000 △ 1.0％

7,307,100 7,859,600 △ 552,500 △ 7.0％　 3,590,600 4,079,300 △ 488,700 △ 12.0％

374,800 352,800 22,000 6.2％

2,482,200 2,516,800 △ 34,600 △ 1.4％

9,200 40,200 △ 31,000 △ 77.1％

850,300 870,500 △ 20,200 △ 2.3％

19,876,100 20,551,600 △ 675,500 △ 3.3％

平   成   ３ １   年   度   当   初   予   算

◎　総　　括　　表
　　　(単位：千円）

増減率

一 般 会 計

特 別 会 計

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介 護 保 険 事 業

公 園 墓 地 事 業

下 水 道 事 業

　　総　　　　　計

会

計

別　



（ 1 ）

平成３１年度大泉町一般会計予算

平成３１年度大泉町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２，５６９，０００千円と定

める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負

担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行

為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起

債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」に

よる。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、５００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(１) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に

係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の

間の流用

平成３１年３月４日提出

群馬県邑楽郡大泉町長 村 山 俊 明



 



 



 



 



  



 



 



 第２表　　債　務　負　担　行　為

（単位：千円）

限　度　額

1,606

3,410

15,664

7,898

53,424

88,308

事　　　　　項 期　　　　　間

緊急通報装置借上料 平成 ３２ 年度から 平成 ３７ 年度まで

大泉町衛生センター樹木等年間
管理委託料

平成 ３２ 年度から 平成 ３３ 年度まで

道路除草等委託料 平成 ３２ 年度から 平成 ３３ 年度まで

公共用地除草等委託料 平成 ３２ 年度から 平成 ３３ 年度まで

街路樹管理委託料 平成 ３２ 年度から 平成 ３３ 年度まで

都市公園年間管理委託料 平成 ３２ 年度から 平成 ３３ 年度まで

(　9　)



第３表　　地　方　債
　　　　　　　（単位：千円）

公 共 事 業 等 費 証書借入 年 5.0%

（橋りょう長寿命化修繕事業） 又は 以内

証券発行

公 共 事 業 等 費

（ 都 市 計 画 事 業 ）

一 般 単 独 事 業 費

（ 常 備 消 防 事 業 ）

地 域 活 性 化 事 業 費

（ 照 明 改 修 事 業 ）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利  率 償 還 の 方 法

29,500

42,700

公 営 住 宅 建 設 事 業 費 3,000

学校教育施設等整備事業費 53,000

54,900

12,100

地 方 道 路 等 整 備 事 業 費 119,100

計 314,300

政府資金については、
その融資条件により、
銀行その他の場合には
その債権者と協定する
ものによる。
ただし、町財政の都合
により据置期間及び償
還期間を短縮し、又は
繰上償還もしくは低利
に借換えすることがで
きる。

（ただし、
利率見直
し方式で
借り入れ
る政府資
金及び地
方公共団
体金融機
構資金に
ついて、
利率の見

直しを
行った後
において
は、当該
見直し後
の利率）

（ 10 ）
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平成３１年度大泉町国民健康保険事業特別会計予算

平成３１年度大泉町国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，５９０，６００千円と定め

る。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

（一時借入金）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定によ

る一時借入金の借入れの最高額は、７０，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(１) 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款

内でのこれらの経費の各項の間の流用

平成３１年３月４日提出

群馬県邑楽郡大泉町長 村 山 俊 明
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平成３１年度大泉町後期高齢者医療事業特別会計予算

平成３１年度大泉町後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３７４，８００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

（一時借入金）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定によ

る一時借入金の借入れの最高額は、７０，０００千円と定める。

平成３１年３月４日提出

群馬県邑楽郡大泉町長 村 山 俊 明
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平成３１年度大泉町介護保険事業特別会計予算

平成３１年度大泉町介護保険事業特別会計予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，４８２，２００千円と定め

る。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

（一時借入金）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定によ

る一時借入金の借入れの最高額は、７０，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(１) 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款

内でのこれらの経費の各項の間の流用

平成３１年３月４日提出

群馬県邑楽郡大泉町長 村 山 俊 明
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平成３１年度大泉町公園墓地事業特別会計予算

平成３１年度大泉町公園墓地事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９，２００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負

担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行

為」による。

（一時借入金）

第３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定によ

る一時借入金の借入れの最高額は、１０，０００千円と定める。

平成３１年３月４日提出

群馬県邑楽郡大泉町長 村 山 俊 明



 



  



 第２表　　債　務　負　担　行　為

（単位：千円）

限　度　額

8,360

事　　　　　項 期　　　　　間

大泉町公園墓地除草等年間管理委託料 平成 ３２ 年度から 平成 ３３ 年度まで

(　26　)



( 27 )

平成３１年度大泉町下水道事業特別会計予算

平成３１年度大泉町下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８５０，３００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

（地方債）

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起

債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」に

よる。

（一時借入金）

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、５０，０００千円と定める。

平成３１年３月４日提出

群馬県邑楽郡大泉町長 村 山 俊 明



 



  



　第２表　　　地  方  債

（単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利  　率 償 還 の 方 法

年5.0％以内 政府資金については、

証書借入  （ただし、利率 その融資条件により、

下 水 道 事 業 費 153,800 又は 見直し方式で借り 銀行その他の場合には

証券発行 入れる政府資金及 その債権者と協定する

び地方公共団体金 ものによる。

融機構資金につい ただし、町財政の都合

て、利率の見直し により措置期間及び償

を行った後におい 還期間を短縮し、又は

ては、当該見直し 繰上償還もしくは低利

後の利率） に借換えすることがで

きる。

( 30 )


